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論文
社会主義国家の租税と税外収入
佐 藤 博
はしがき・
I• 本稿は，すでに関西大学欧文紀要に発表した "Taxand Non-tax Revenue 
in a Socialist State"と題する論文に加筆，増補をしたものである！）。欧文
紀要では，紙幅の関係上，論旨の要約的説明に留まっていたので，ここでは，
このテーマについてさらに詳述を試み，可能な限り，この主題の下で考察しう
る広範な議論を展開しようと考えている。
もともと論文の意図は，社会主義諸国の国家収入の性質を吟味しようとする
ものであった。当然のことながら，社会主義国家収入というカテゴリーのなか
には，多くの内容が含まれることになる。例えばこれを広く解釈すると，国営
企業の収入，国家保険機関の収入等も包括されうる。しかしここでは，この用
語を，全国家的収入である国家予算収入に限定して考察したい。
これらの予算収入は，通常，租税収入と税外収入の二つのグループに分類す
ることができる。このうち税外収入は，国債収入や社会保険納付金などを別と
すると，国営企業からの予算収入，主として利潤納付金皿aTeぷH四 npeohIJIH
と取引税 Hanorc ooopoTaの二つから成っている。いうまでもなくこれらは
社会主義国家の特徴的な予算収入項目であり，また例えば，ソ連の1978年度予算
収入総額で両者が63.0パーセントを占めていることによっても分かるように，
1) Hiroshi Sato, "Tax and Non-tax Revenue in a Socialist State", Kansai Uni— 
versity Review of Economics and Business, Vol. 8, No.l, June 1979. 
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社会主義国家予算収入の主役をかたちづくるものである丸
従ってこの研究での考察の中心は，これらの税外収入の性質に置かれてい
る。とりわけ，これらの利潤納付金や取引税のなかに，租税的性質がまった＜
存在しないのか，あるいはなんらかの課税関係を見いだすことができるのか，
といった問題が検討すべき課題となっている。
社会主義社会では，生産手段の所有関係によってそれぞれの経済セクターを
区分することができる。そしてその経済セクターと国家予算との関係から課税
関係の有無を検討することが可能となる。従って，この研究では，まず所有の•
移転の観点から，社会主義国家の税外収入の性質を検討することにしたい。
さらに社会主義国家予算は，国民所得の分配，再分配の方法によって，財政
資金を蓄積し，利用するものと規定されている 3)。 この分配あるいは再分配の
概念は，必ずしも明確ではないが，社会主義経済においては，本源的，第一次
的所得の形成を分配といい，追加的，第二次的所得の形成を再分配と見なして
いる。このうち租税は，再分配過程に現象するものと考えられる。従って，本
稿でとりあげる利潤納付金と取引税が，はたしていずれの過程のなかでとらえ
られるかを検討する必要がある。この意味で，所有の移転の観点に引き続き，
所得の再分配の視点から，この問題を吟味してみたい。
そこで，最初に社会主義諸国の予算収入制度を概観し，租税および税外収入
の分類を説明し，次いで，所有の移転の観点から税外収入の性質を検討し，さ
らに所得の再分配の視点から国営企業の予算納付金の内容を吟味し，最後に，
2)なお1978年度の利洞納付金は，国家予算収入総額の31.996, 取引税は， 31.1%となっ
ている (CM.,M. K. ruepMeHeB, no仄pe仄.,rocy,napcraeHHbli¥ 610仄氷eTCCCP, 
1978, CTp. 83). 
3)例えば，アラヒヴェルジアンは，社会主義財政を次のように定義している。
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「社会主義財政は，経済的諸関係のひとつのシステムであって，それにより貨幣的資
金が，貨幣形態での社会的総生産物や国民所得の計画的分配，再分配を基礎にしてつ
くりだされる」 (D.A. Allakhverdyan, ed., Soviet Financial System, 1966, 
p. 15)。
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議論の要約と若干のコメントを与えることにしたい。
L 社会主義諸国の国家予算収入形態
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社会主義経済の基本的特徴は，生産手段の公的所有に基づく経済関係であ
る。しかし，社会主義諸国では，それぞれ社会主義の発展段階が異なり，さま
ざまな所有形態が存在し，従ってさまざまな経済関係，経済セクターを有して
いるのが実情である。
レニングラード大学の財政学教授ア・エム・アレクサンドロフとエ・ア・ヴ
ォズネセンスキーは，共著『社会主義財政論』のなかで，それぞれの経済セク
ターと国家予算との関係から予算収入の分類をおこなっている4)。 まず社会主
義社会の移行期には，予算収入は次のようなグループに分けられる。
1)国家経済セクターからの収入
2)公私混合企業からの収入
3)協同組合あるいは集団的セクターからの納付金
4)小商品生産者からの納付金
5)私的資本家からの納付金
6)労働者，従業員および協同組合構成員からの納付金
さらに，より進んだ社会主義国，たとえばソ連においては，所有関係は，ぃ
っそう単純化し，国家予算収入は，所有形態別に見て，次の三つのグループに
大別されうる。
1)国家経済セクターからの収入（利潤納付金，取引税など）
2)協同組合および集団的セクターからの収入（協同組合所得税，コルホー
ズ所得税など）
3)国民からの納付金（所得税，農業税など）
4) A. M. 紅 eKca皿 poaH 9. A. Bo3HeceHCK皿，如HaHChICOl¥Ha皿 3Ma, 1974, 
crp. 200. 
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以上の収入形態を租税収入と税外収入とに分類するためには，あらかじめ租
税収入の特徴を明確にしておく必要がある。通常，租税は次のように定義され
うる。「租税とは，法律に基づいてなされる所有（一般的には所得の形態をと
る）の強制的な移転ないし変更であって，自然人や法人が個別的反対給付なし
に，国家に納付するものである」5)0 
所有の自発的移転あるいは変更は，その多くが，市場における交換関係を意
味し，所有の経済外的，強制的移転が課税関係を意味するものと理解すること
＇ができる。
従って，上述の発達した社会主義国における三つのグループの予算収入形態
は，それが所有形態別による分類であることからして，それぞれ租税収入，税
外収入の分類を示唆している。まず第一のグループである国家経済セククーか
らの収入は，国家経済セククー内部での移転であるので，所有関係の変更を伴
わない。その意味で，これらは税外収入のカテゴリーにはいるものと見なされ
る。実際問題として，ソ連の財政学者の多くは，これを税外収入あるいは非租
税的収入と認めている。
「税外収入に属するものとしては，商品販売の際に納付される国営組織の取
引税，非商品取引税，興業税，国営経済組織の利潤納付金，地代である。すべ
てこれらは，社会の純所得のさまざまな形態である。また富くじからの純収入
も税外収入にはいる」6)。
これらの点は本稿の主題でもあるので，ここでは，いちおうこの点を承認
し，後節において十分議論を展開することにしたい。
第二の協同組合，集団的セクターからの収入は，これらのセクターの所有関
係を国家的所有と認めぬ限りにおいて，所有の移転，従ってまた課税関係の存
5) H. Joswig, et al., "State Revenues from Socialist Enterprises and from the 
Public as a means of Stimulating and Distributing the Nation! Income", 
Congress of lnternationl Institute of Public Finance, 1973, p. 247. 
6) A. M. A11eKca皿posH 3. A. Bo3HeceHCKHA, 冗83.co可.,crp. 201. 
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在を承認することができる。例えば，アレクサンドロフーヴォズネセンスキー
は，次のように述ぺている。
「コルホーズや協同組合からの租税，国民経済の他のセクターの所得からの
租税，さらに国民の個人所得からの租税は，いずれも租税収入に属する。この
ことは，この場合，予算への資金の動員によって，所有形態の移転を伴うから
である」7)0 
このことからして，第三の国民からの納付金の性格は明白である？これらは，
いずれも明確に所有形態の移転を伴うものであり，一定の社会主義的特徴をも
ってはいるが，租税収入のカテゴリーにはいる。
そこで，社会主義国家の予算収入とりわけ税外収入の性質を検討するため，
あらかじめ社会主義諸国の税外収入の実態を見てみたい。
第1表は，社会主義諸国における国営企業から予算への納付方式を示したも．
のである（いずれも各国の経済改革以後の方式を示す）。このなかには，「不
法な利潤の徴収」（正当と見なされない利潤の徴収 H3'bHTHe 胆 aaKOHHOH
IlpH6bl皿）や「不当な利潤の徴収」（妥当と見なされない利潤の徴収 H3'bHTHe
HeaacJiy沼eHHOii:npH6b!JIH) といった罰金的な課徴金もはいっているが，その
多くは，われわれが問題にしようとしている税外収入の諸形態である。
この表で見られるように，税外収入とひと口に言っても，その形態は国によ
ってさまざまなものが存在する。これら国営企業からの国家収入は，いずれも
生産の量的拡大から質的充実への転換を目指した各国の経済改革を契機に導入
されたものが多い8)。東ドイツのヨスヴィッヒは，経済改革の視点に合わせて，
これらの収入形態を三つのグループに分け，次のように分類している9)。
1)利用資源に依存した納付金（これには，第 1表のフォンド使用料など
7) TaM me, crp. 201. 
8)これらの経済改革と財政改革の関連については次を参照。拙稿「ソ連の経済改革と財
政制度」関西大学「経済論集」第23巻 2• 3号所載， 1973年。
9) H. Joswig, et al., op. cit., p. 258. 
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第1表社会主義諸国における
生 産
不法な利潤 不当な利潤 地 代
国別 取引税 フォンドの徴収 の徴収 納付金
使用料
ブル 企業の取引税 定に期よ的り監課徴査 該当なし 該当なし 該当なしガリア
ノヽ ン 卸取売引商税業の 罰10の金0割彩増と~金し20て0彩 生産税 悶贔 基流本動資フ産ォにン課ド徴・ガリア
東ドイツ 卸取売引税商業の 定に期よ的り監課査徴 該当なし 該当なし 基流本動資フ産ォにン課ド徴・
基法ト本定項予譴フ備ォンド・モンゴル 企業の取引税 定に期よ的り監課徴査 加定工額工納業付金の 定納額付金（地代） フォンフォン
ボー 企業・コンビ 罰彩金の割と増し金て50 不ケ法ースな利と潤同のじ 基課本徴フォンドにランド 税ナートの取引 該当なし
Jレー 企業業の取•本引部税企 利り課潤監徴査によ 該当なし 該当なし 基流本動資フ産ォンド・マニア に課徴
ソ連 企同の業取・販引・企売税業組織合 利り潤課監徴査によ 加定額工工納業付金の 定納額付金（地代） 基流本動資フ産ォにン課ド徴・
・チェコ
利り潤課監徴査によ 基流に本動課徴資フ産ォンド・スロヴ 企業の取引税 該当なし 該当なし •土地
ァキア
（資料） A. M. AneKcaH.llpOB H 9. A. BosHeceHCK雌，匹as.CO'I., CTp. 206-207. 
「生産要因による納付金」が含まれる）
2)純利潤からの納付金（これには，第 1表の「利潤からの特別納付金」が
含まれる）
3)生産に連係した課徴金（これには，第 1表の「取引税」が含まれる）
この分類のうち第一のグループに属するものは，経済改革の結果新たに導入
されたもので，改革の目的である生産の効率化と資源利用の改善を意図したも
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国営企業から予算への納付方式
305 
要 因 に よ る 納 付 金 謳 1 は胃盆らの特別
農め業た利土用地のを止使 土地使用料 納賃金付金フォンド
用料
土地の質により
資に産よのり大納付きさ 社に会12保.5~険2と0予彩算 該当なし 悶地方霧的企企業痴60彩096 1ヘクタール40万~4万レフ
土差用率地的の質料率によを適り ヘクタール当 平増均加賃金税 生充産当発利潤展フォンドり6~18フォ 賃金税 (25彩） に60%リント
土地の質40万により 一金定額の利潤納付3万～ マル 該当なし 該当なし 該当なし
ク
該当なし 該当なし フォンド使れ用る料に含ま 該当なし 余剰利潤控除金
該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 基備本フフォンド課・予徴オンドに
土差用率地的の質料率によを適り 不徴罰金当なと利し用て課に 該当なし 該当なし 余剰利洞控除金
！ 
該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 余剰利潤納付金
土差用地率的の料質率にをよ適り フォンドれ使用る
料に含ま 社に会30保彩険と予算 増平均加賃税金
徴純利潤．の75彩を課
のである。第二のグループは，利潤納付金方式の改革の結果出てきたもので，
余剰利潤，残高利潤を予算へ納付するシステムである。第三のグル．ープは，経
済改革によって直接的には手がつけられなかったものであるが，ソ連の例を見
ると予算収入上に占める相対的比重は低下している。
これらの経済改革の意図ならびに新しい予算収入方式は，いずれもこれから
の税外収入の性質の分析にとって重要な意味をもっている。
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2. 所有の移転の観点から見た税外収入
国営企業から国家予算に納付される納付金は，いずれも単一の国家的所有形
態のフレーム・ワークのなかでの支払いであり，所有の移転は伴わない。従っ
てそれらは税外収入と見なすことができる。これらは，ソ連の経済学者の一般
的な見解である。一例としてアラヒヴェルジァンの規定を引用してみよう 10)。
「その財源にしたがって，国家収入は租税収入と税外収入とに分類すること
ができる。税外収入は，社会主義国家の特徴を表わすものである。というの
は，税外収入は国営企業・組織の純所得の一部を集中的基金のなかへ直接的に
移転することによって生ずるものであるからである。この場合，収入の一部の
移転は，単一の国家的所有のフレーム・ワークのなかで生起する。収入の性質
や所有関係はいずれも変更が加えられない。つまりそれらは依然として国家収
入のままである」
いうまでもなく，このような見解は，社会主義諸国の経済学者の一般的見解
であり，むしろ所有の非移転についての厳格な解釈の例といえるだろう。
これら国家経済セクター内部での所有の移転あるいは非移転の問題を再検討
するためには，これに含まれるいくつかの概念を明らかにしなければならない。
第ーは，所有あるいは所有権の概念である。一般的には，所有権は，物を占
有し，利用し，処分することのできるある人の排他的支配権と理解されてい
る。従って，所有権には，占有権，利用権，処分権の三つの局面がある。し
かしこれは，いずれも法的解釈である。経済的には，所有権という概念の代り
に，「取得」 (Aneignung,appropriation, npHCBOe皿 e) という概念が代置
される。これはいずれも「自らのものにする」という意味をもつ。
第二は，国家経済セクター内部の関係である。ソ連の財政分析の際には，し
ばしば，国営企業・諸部門財政と全国家的財政とが区別される。後者はいわゆ
10) D. A. Allakhverdyan, ed., op. cit., p. 171-172: 
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る国家予算部門である。国民経済を機能的組織別に分けると，企業は生産を担
当する組織であり，予算（国家財政）は行政を担当する組織である。その意味
において，同じく国家経済セククーの枠組みのなかにあっても，国営企業と国
家予算とは，その運営の原理，目的を異にするといえる。
第三は，公的所有にかかわる問題である。すでに社会主義経済の特徴を，生
産手段の公的所有に基づく経済と規定したが，生産手段の公的所有がそのまま
社会的所有に転化するわけではない。換言すれば，公的所有それ自体が，生産
手段の社会的利用，社会による社会的利益のための利用を保障するものではな
いということである。
そこで，税外収入の代表的な形態である利潤納付金（ソ連の場合，これはフ
ォンド使用料，定額（地代）納付金，余剰利潤納付金から構成される）につい
て検討してみよう。はたしてこれらはアラヒヴェ・ルジァンのいうように「収入
の性質や所有関係はいずれも変更が加えられない」ものであるだろうか。
． 新経済制度への移行に焦点を合わせつつ社会主義的所有の問題を再検討して
いるヴェ・ペ・シュクレドフは，上に述ぺた占有，利用，処分という局面で所
有権を規定する考え方は，いわば，一般的，超歴史的観念であって，それをそ
のまま社会主義の現実に適用することは誤りであるとして，大要次のように述
，べている。
まず所有権の歴史性を強調して，「だがもし生産関係と客観的にそれに照応
している所有の法律的形態との社会主義に固有な特殊性という観点から，この
問題を検討するなら，事態は別である。しかし，まさにこのような接近方法こ
そ，歴史主義の原則に合致している。自然成長的な商品生産の条件にもとづい
てつくりあげられた所有権形態の概念を，そのまま社会主義にひきうつすとし
たら，それは所有の法律的形態の歴史的性格を全く認めないのと同じことであ
ろう」と述べ］］），所有権の形態自体の歴史性を主張している。
11) B• n• シュクレドフ著，岡稔•西村可明訳『社会主義所有の基本問題J ー経済と法
37 
308 隔西大學『経清論集」第29巻第4・5・6合併号'
さらに，企業が生産手段に対し＜自分のものとして＞関係しないとか，それ
を＜自分の利害のために＞利用することができないとか，企業には＜全体とし
ての国家の利害とは異なる特殊な利害＞が存在しないといった論拠から，企業
に対しいかなる所有権も認めないという見解に対して，「全国家的利害が，個
人的な物質的利害や個別企業の利害の相対的に自主的な存在を呑みこんではい
ないし，また呑みこんでしまうことができない以上，企業は国家全体の利害と
は異なる自分の利害を考慮することなしに，物に対する意思的支配を実現しえ
ない。したがって，このような観点からみれば，企業は生産手段に対して，全
国家的なものとして，万人の所有物として関係するだけでなく，自分のものと
して関係するのである」と述べ12), 国営企業独自の利害，従ってまた所有関係
を認めている。
これとはやや視点を異にしているが，ポーランドの経済学者プロニスラフ・
ミンツも，所有の主体としての国家と，間接的取得の主体としての国家との区
別を明かにしようとしている。これらの点についてミンツは，その著『社会主
義政治経済学」第2章「生産手段の社会主義的所有」のなかで次のように述べ
ている。
まず所有と取得の関係について，「もし取得 (npHCBOe皿 e)が，所有の主
体によって直接的におこなわれるならば，そのような取得方法は直接的取得'
(Henocpe八CTBeHHOenpHCBOe皿 e) として特徴づけられねばならない。また
もし取得が，直接的に所有主体によってではなく，所有主体の費用によってお
こなわれるならば，そのような取得方法は間接的取得(KOCBeHHoenpHCBOeHHe) 
として特徴づけられねばならない」として13), 所有即取得という見解を批判し
ている。
さらに「現代の社会主義的所有の全人民的（国家的）形態は，取得の間接的
-1973年， 149-150ペー ジ。
12)同上， 150ペー ジ。
13) B. MH~, IloJIHTH'leCKBJI SKOHOMHH COUH8JIH3Ma, 1965, crp. 4. 
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方法に基礎を置いている。というのは，後者つまり取得は，国家によって直接
的におこなわれるのではなく，生産単位によっておこなわれるからである。そ
れぞれの生産単位が，一定の生産手段（生産用の建造物，機械，設備，原料等
々）を取得するのである。換言すれば，国家は生産手段を生産単位に分与しな
がら，生産単位を通じて生産手段の所有（取得）を実現するのである」と述
ペ14入国家が生産手段の所有者として自ら生産の場に立ち現われるのではな
く，生産単位つまり国営企業が生産の主体として機能する点を明確にしてい
る。さらにミンツの間接的取得の見解は次のようなかたちで展開されている。
「このような生産単位はまた，彼らによって生産された生産物を取得し，そ
れによって受取った資金で，生産の物的経費をまかない，労働者に労賃を支払
ぃ，国家に対して，原則として，剰余生産物の大部分を引き渡し，また，通
常，若干の部分を拡大再生産のために（すなわち，予備の増加や企業の自己資
本投資のために）留保する」15)0 
かくして， 「各人は能力に応じて一~各人はその労働に応じて」の分配原則
に基礎を置く現代の社会主義社会にあっては，生産を担当する企業がまず生産
物を取得し，生産手段の所有者たる国家は，間接的にのみ生産物を取得すると
いうことになる。所有の主体が直接的に取得の主体となるのは，つまり国家ま
たは全人民的機関の直接的取得が実現されるのは，ミンツによれば，「各人は
その能力に応じて一ー各人はその必要に応じて」の分配原則が実現される，ょ
り高次の共産主義社会であるとされている16)0 
シュクレドフやミンツの主張は，•利用しうる文献の一例にすぎないが，これ
らの論者の見解に基づけば＂りアラヒヴェルジァンの税外収入に関する規定，
14) TaM)Ke, crp. 4. 
15) TaM渾e,crp. 4. 
16) TaM)Ke, crp. 45. 
17)このことは，両者の見解が，この点で一致していることを意味するものではない。例
えば，シュクレドフはミンツの「間接的取得」概念について次のように批判してい
る。
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「収入の性質や所有関係はいずれも変更が加えられない」という考え方は，無
条件には受け入れ難いものとなろう。しかし，だからといって，国家予算部門
と国営企業部門との間に敵対的な利害の対立があるとか，それぞれが別個の処
分目的をもつということではない。
国営企業が計画経済の枠外で経済活動を営んだり，あるいは市場社会主義的
な経済活動を営む場合は別として，一般的には，広く国民経済計画の枠組みの
なかで経済活動が営まれる限り，両者の関係には，なんらかの斉合性が保たれ
ている。ただ問題は，経済の計画化が集権的であるか分権的であるかという点
である。
ボーランドの経済学者ウォジミェシ・プルスは，生産手段の社会化は「過
程」であって，ただ一回限りの行為ではないとして，社会的所有と公的所有の
関係を次のように述べている18)0 • 
「所有とは，所有の対象が所有者によって，彼の利益ー一ひろい意味での
一のために，処分されることを意味する。所有が社会的であるためには，し
たがって，次の二つの基準が満たされなければならない。すなわち，所有対象
の処分は，社会の利益のためにおこなわれるのでなければならず，また，所有
対象は，社会によって処分されるのでなければならない」。
生産手段の公的所有化は，国家が所有対象を社会の利益のために処分するこ
とを可能にさせる。しかし，このことは「社会の手によって」ではなく，国家
のパターナリスティックなやり方によっても可能である。従って第二の十分条
件が必要となってくるのである。すなわち，なにが社会の利益であり，なにが
「いろいろな注釈にもかかわらず，特殊な関係としての企業の間接的取得というの
は，実際には法律的概念である。ところがミンツの書物では，この間接的取得が． 自
立的な経済的内容を欠いているにもかかわらず，基本的な範疇として用いられてい
る。そのために法律的関係が経済を規定する要因になっている」 (B.TI. シュクレド
フ，前掲書， 270ペー ジ）。
18) W. Brus, The Economics and Politics of Socialism, 1973, p. 89 (同上訳， W•
プルス著，佐藤経明訳「社会主義における政治と経済」 1978年， 171-172ペー ジ）。
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そうでないかを決定するための民主的，分権的メカニズムが必要となるので
ある。
プルスによれば，こういった所有の社会的性格を規定する二つの基準は，一
挙にして完成されるものではない。
「革命の過程での生産手段の国有化が，疎外克服の途上における決定的な歩
みであることは，疑いない。しかし，にもかかわらずそれは，国有化された生
産手段の利用のしかたに対する，社会のますます包括的な影響力がそのなかで
基本的な役割をはたすような，長期にわたる複雑な過程の，最後の歩みではな
く，最初の一歩にすぎないのである」19)0 
従って，現段階における社会主義経済にあっては，「一方での個人的および
社会的利害と，他方での生産手段利用への参加とのあいだの結びつきが弱い」
のである20)。1960年代の社会主義諸国において，相ついで経済改革がおこなわ
れ，分権化への志向が高まった。しかし，例えばソ連を例にとって見ると，文
字通りの企業の自主性にもとづく分権的投資，つまり「生産発展基金」を原資
とした投資の比重は余り大きくはない。
その意味において，国営企業の利潤の一部を全国家的部門あるいは国家予算
に納付する，「利潤納付金」システムのなかには，現段階での分権化への進展
の度合いを考慮に入れれば，所有の変更という実体を伴うものと考えることが
できるだろう。
他方，同じく国営企業から国家予算に納付される取引税については，これが
企業の直接収入ではなくて予算の直接収入であることは明白である。ソ連の多
くの経済学者もこれを国家の本源的収入と見なしている。しかしこれは，あく
までも企業と予算との形式的関係のなかでのことであって，取引税の経済的内
容の規定いかんによっては，性格は変ってくる。
19) Ibid., p.90 (同上， 174ペー ジ）。
20) Ibid., p. 92 (同上， 176-177ペー ジ）。
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この取引税の経済的内容については，さまざまな説がある。現行のソ連の例
に見られるように，課徴方式のなかで，小売価格と卸売価格の差額を徴収する
方式が多いことからして，これを純所得咽CTblHJ.OXOJ. と見なし，利潤部分
と代替可能なカテゴリーと考えるものもいる。また論者によっては，これを住
民の所得の再分配と見なし，住民の実質所得を引き下げる作用をもつものと考
えるものもいる21)0 
前者の場合，あくまでも経済的内容だけからの議論であるが，われわれは取
引税を利潤納付金の変種と見なすことができる。純所得は，生産活動によって
取得される限り，まず第ーに，生産活動の担当者である企業によって取得され，
しかるのちにその一部を国家予算が取引税という手段で取得すると考えられる
からである。さらに後者の場合は，当然のことながら，取引税が住民の所得の
一部を強制的に国家の手に移転する手段と考えることができる。
以上の考察からして，社会主義諸国の国営企業からの予算収入を所有の非移
転という観点から税外収入と規定することは困難といえる。もちろんそれらを
資本主義的租税と同一視することはできないけれども，「税外収入」あるいは
「非租税収入」というより，むしろ社会主義的特徴をもった租税収入と規定し
た方が，現段階においては，より事実を正しく表現しているようである。
事実，社会主義諸国において，大部分の国が取引税 turnovertaxという
用語を使用しているし，また生産税 productiontax (ハンガリア），賃金フ
ォンド税 taxon wage fund (チェコスロヴァキア，ブルガリア，ハンガリ
ア），純利潤税 taxon net profiお（プルガリア，チェコスロヴァキア），生
産発展フォンド税 taxon production development fund (ハンガリア）な
どという用語も見いだすことができる。
21)ビルマンによると，現在のソ連では，取引税の経済的内容について， 1)剰余価値部
分（純所得）， 2)一般的な間接税， 3)一部剰余価値，一部間接税という三つの見
解がある (CM.,A. M. BHpMaH, 〇11epKHreop皿 COBeTCKHX中皿8HCOB,1972, 
crp. 69-73)。またこれらのものについての理論的説明については次を参照。拙稿
「社会主義経済と取引税」「桜美林エコノミックス』第7号所載， 1978年。
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3. 再分配の視点から見た税外収入
社会主義財政の基本的機能として通常指摘されているのは，分配機能と統制
機能であるが，この分配機能の解明のうえで，最も論争の多い問題は再分配関
係である。もちろんこの再分配なる概念は，資本主義経済の場合においても必
ずしも明確でない。
従って，問題の分析にはいる前に，あらかじめ再分配概念について吟味して
みよう。
ヴェ・ペ・ディヤチェンコは， 1950年代末に彼の編集した『財政理論の諸問
題」のなかで再分配概念に触れ大要次のように説明している22)0 
ソ連の経済学者のなかには，再分配とはある所有者から他の所有者への価値
の無償の移転であると考えるものがいる。この考え方に基づくと，国家経済セ
クターの領域では，いかなる再分配も生起しないことになる。確かに，国家経
済セクター内部における分配関係は，それ以外の，つまり国家経済セクターと
協同組合企業との間，あるいは国家経済セクターと住民との間の分配関係とは
異なっている。前者の場合，貨幣的資金の所有者は全く同一の所有者のままに
残り，資金の処分権や利用権の移転のみがあるだけである。これに対し後者の
場合，国家は，追加的資金の所有者となったり（国家への納付金等の際に），
自己の所有する資金を他の所有者に手渡すことになるからである。
ディヤチェンコによれば，これらの考え方は，分配の経済的内容を説明する
ものであって，分配のプロセスの区分を定義するものではないとしている。分
配関係は，生産とうらはらに決定される新しい価値の第一次的，本源的分配
と，すでに第一次的に分配されたものを，第二次的に，追加的に分配するもの
とに分かれる。従って，「このように新しい価値の第一次的分配方法によって
形成された所得や蓄積が追加的に分配されること」23)をディヤチェンコは再分
22) B. IT • .l,b四 eHKo,no仄pe仄.,Bonpocbl Teop皿佃HaHCOB,1957, crp. 92-93. 
23) TaM ,Ke, crp. 93. 
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配と名づけている。
本稿の議論の目的である社会主義国家の税外収入の性格の検討に対し，もし
「再分配とはある所有者から他の所有者への価値の無償の移転である」とい
ぅ，いわば再分配の経済的内容の視点から接近したとすると，その議論は第2
節で提示したものと同一となる。この第3節で再分配の視点から税外収入を再
検討しようと意図したものは，租税の再分配的機能に着目して，とりわけ国営
企業からの利潤納付金や取引税が，全国家的部門の第二次的，追加的収入を形-
成するものであるか，あるいは，それらは全国家的部門の第一次的，本輝的収
入であって，そこには再分配的機能が働らかず，従って，それらは租税の機能、
を果さないものであるか，ということを吟味することにある。
ソ連において，国民所得の再分配に関する問題は，長い学説史上の論争があ
ったようである。特にこの概念は，財政学の議論として取り扱われてきた。
ゲ・エム・トチリニコフは，「1940年代までは，ソ連において， 国家財政は，
国民所得の再分配の関係を表わすものだという考え方が，かなりしっかりと定
着していた」24) と述べながら，財政と再分配に関する議論の経緯を明らかにし
ている。以下その要約を示してみたい25)0 
40年代後半と50年代前半においては，国家財政活動が再分配関係に帰着する
という考え方は，一種の反動によって拒否され，社会主義経済での再分配関係
が全面的に否定された。経済学者のなかには，この「再分配」なる用語自体を
追放すべきだというものもおり，またその概念を否定して「追加的分配」とか
「事後的分配」とかいった用語を用いるものもあった。このような「再分配」
概念に対する虚無主義的思想は，一方において社会主義における価値法則の不
充分な認識に起因し，他方において社会主義における再分配概念自体を原則的
に否定したことによった。
このような再分配関係の全面的否定の議論に対して，いわば部分的否定ー一
24) r. M. To11un&uHKou, Co皿 8JIHCTH'leCKRe佃H8HChl,1974, crp. 120. 
25) CM., TaM汰e,crp. 120-149. 
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それと同時に，社会主義財政の特性をふまえれば，全面的否定にもつながる可
能性をもつものであるが一ーを主張する経済学者もいた。それは全人民的所有
の分野，われわれの規定では，国家経済セククーの内部での資源の移転を再分
配関係から除外するという見解であった。彼らによれば，再分配関係は，国家
経済セククーとコルホーズー協同組合セククーの相互関係のなかでのみ存在し
うるということである。換言すれば，すべての再分配の問題は，｀社会主義的所
有の形態の問題に帰するということであった。当然のことながら，これらの経
済学者の考え方の基礎には，社会主義の商品＝貨幣関係が，二つの社会主義的
所有形態の存在から導き出されるという見解があった。従って，これらの経済
学者の主張は，国家経済セククーを含むすべての社会主義経済に商品ー貨幣関
係が固有のものであるという事実を無視したものである。
とりわけ国家経済セククー内部の再分配関係を否定する経済学者は，しばし
ばマルクスの「ゴーク綱領批判」26)を引き合いに出している。ここでマルクス
は，社会主義における社会的生産物の分配方式を定式化しているが，そのなか
では再分配概念が見いだされない，というのが；その論拠となっている。しか
しながら，問題は，マルクスが商品ー貨幣関係の利用なしに，現物形態での社
会的生産物の分配から出発したことである。つまり社会主義社会では，すでに
商品生産，価値法則，貨幣といったものを廃絶しているという前提から出発し
ているという点である。社会的生産物の消費は，商品形態をとることなく，た
ったひとつの行為，つまり「現物の分配」によって，その生産から引き離され
る。ここでは，本源的分配と最終的分配とが融合するのである。当然のことな
がら，生産物が直接的に分配される場合には，再分配の必要性はない。商品や
貨幣のまさにその運動自体が，社会主義において，分配の特殊な段階としての
再分配過程の客観的必要性を与えるのである。
:26)マルクスーレーニン主義研究所編「マルクスーエンゲルス選集」第12巻・上， 239-
241ページ参照。
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このようにして， 50年代末から60年代になって，財政学の文献のなかで「再
分配」概念の明確化が見られるようになった。さきに引用したディヤチェンコ
の見解は，当時現われた代表的な再分配関係の説明である。トチリニコフも，
ディヤチェンコの見解に立脚して，自らの立場を明らかにしている。
現実のソ連の経済のなかで，このような再分配関係，つまりすでに第一次的
に分配された国民所得が第二次的に分配される過程を見てみよう。
第一次所得は，住民の所得，社会主義国家の所得，コルホーズ＝協同組合企
業の所得の形態をとる。このうち住民の第一次的所得に属するものは， 1)物
質的生産分野に従事する労働者の賃金， 2)コルホーズ農民の所得， 3)協同
組合員の所得， 4)個人副業収入である。次に国家および社会主義企業の第一
次的所得は， 1)利潤， 2)取引税， 3)社会保険フォンドの控除金などであ・
る。
しかし，•これらの国民所得の第一次的分配によって，蓄積フォンドと消費フ
ォンドの形成が終るわけではない。蓄積と消費の最終的な形成は，国民所得の
再分配の結果なされるのである。このような再分配は，次の目的のために必要
となる。 1)一般行政，国防，教育，保健等の非生産的分野の消費に必要な資
金を確保すること， 2)コルホーズ・協同組合企業の所得の一部を全国家的必
要のために吸収すること， 3)社会主義企業の所得や蓄積を部門間，地域間に
移転させ，より合理的な資源の利用を保障すること，である。
以上の説明はデ・アラヒヴェルジァンの「ソ連の国民所得」のなかでの定式
である27)。ここでは，本源的所得の形成から追加的所得の形成へのプロセスの
総体として，再分配過程が説明されている。しかし，われわれの議論の目的に
とっては，国家経済セククー内部での再分配が問題となる。換言すれば，国家
予算収入と国営企業収入との関係が問題となる。
この点に関してアラヒヴェルジァンは，ここでは利潤や取引税を国家および
27) CM., J.(. A皿 axBep邸 H,H皿HOH&JlbH国i仄oxo仄CCCP,1958, crp. 78-82. 
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社会主義企業の第一次的所得と見なして，特にその問題について立ち入った説
明を加えていないが，それ以後出版された他の文献では，・「国営企業，組織の
予算への納付金は，基本的には単一の国家所有形態のフレーム・ワークのなか
でおこなわれる所得の再分配である」（傍点筆者）と述べている28)0 
国民所得の再分配が，基本的に，第一次的に形成された所得の一部を，非等
価的，非有償的なかたちで控除し，第二次的所得あるいは収入を形成すること
であるとすれば，租税はまさにそのような手段であり，そのような機能をもつ
といえる。いうまでもなく本節は，これらの機能の視点から社会主義の税外収
入を吟味しようとするもので，この点では，利潤納付金や取引税のいわゆる
「税外収入」は，再分配という機能の点では，協同組合所得税や住民に対する・
所得税などの「租税収入」と同一のものと見なすことができる。
ただし社会主義経済にあって，再分配は，，たんに財政システムのみを通じて
•おこなわれるわけではない。アラヒヴェルジァンによれば，社会主義における
国民所得の再分配は，基本的には，次の三つの経路によっておこなわれる29)。
1)財政制度とりわけ国家予算を通じるもの。
2)計画的価格形成のメカニズムを通じるもの。
3)住民のサービス購入を通じて直接的になされるもの。
従って，再分配が等価的，有償的なかたちでおこなわれることもある。これ
は社会主義の国民所得概念の特徴に基づくものであるが，ここでの議論からは
除外したい。また第二の計画的価格形成のメカニズムを通じる場合は，租税の
機能として直接的に結びつかないが，取引税の機能のひとつが，消費財生産部
門で実現された純所得の一部を生産財生産部門へ再分配するものと考えられて
いるので，この面からも再分配の手段としての租税の機能を明らかにすること
ができるだろう。
もちろんソ連の財政学者のなかには，これらの再分配関係の存在を承認しな
28) D. A. Allakhverdyan, ed., op. cit., p.176. 
29)仄.A. 皿axsep.ztHH,yxaa. co可.,crp. 82. 
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がらも，なおかつ，税外収入と呼ばれるもののなかに，再分配の役割をもたな
いもの，換言すれば国家予算の本源的収入となるものがあると主張するものも
いる。これらの主張は，たとえば，アレクサンドロフやヴォズネセンスキーに
見られる。彼等は，まず国営企業の利潤と国家予算収入の利潤納付金との関係
について次のように説明している30)。
「本質的に，直接的，集中的国家収入形態としての取引税の分配，経済組織
の直接的収入たる利潤，さらには経済組織内での利潤の分配は，国民所得の第
一次的分配関係を表わす。これに対し，経済組織のおこなう予算への利潤納付
金は，利潤が第一次分配のかたちで経済組織の所得として現われる限りにおい
て，それらとは若干異なった性格をもつことになる。利潤の一部を予算に納付
する場合は，国家（全人民）経済セクターの所得の第二次的分配あるいは再分
配の要素をもつ。 もちろんこの場合において，所有形態の転換を伴わないの
で，単一の全人民的所有の内部での特殊な再分配関係を表わすものである」
（傍点筆者）。
従って，他の論者と同じく，彼等は，利潤納付金に対しては，たとえ条件つ
きではあるにせよ，再分配機能を承認している。これに対し，すでにこの引用
からも明らかなように，取引税に対しては見解が異なる。
「若干の国家収入形態は，国民所得の分配というかたちと，再分配というか
たちをとる。たとえば，国営経済組織で実現される取引税は，国民所得の第一
次的分配への国家の参加の要素として出てくる。これに対して協同組合組織の
納付する取引税は，むしろ国民所得の第二次的分配（再分配）関係を表わすも
のといえる。ここでは所有形態の転換が見られるからである」31)0 
以上の引用に示されているように，アレクサンドロフやヴォズネセンスキー
は，所有の移転という観点に立って，再分配の関係を規定しようとしている。
そのため，利潤納付金は，特殊な再分配となり，国営企業の納付する取引税
30) A. M. AneKcaH八poaH 3. A. Bi>aHeceHCK皿，邪aa.co'I., crp. 198. 
31) TaM me, crp. 199. 
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は，第一次的所得として把握されているのである。
しかしながら，本節はいずれの見解が正しいかを見極めることを目的とする
319 
ものではない0. そうではなくて，むしろこのような所有の移転と深くかかわり
合いをもった再分配の議論は，そのまま第2節の「所有の移転の観点から見た
税外収入」の議論に繰り込むことができると考えるのである。
論者の見解の紹介が多くなったが，それぞれの文脈から考えられることは，
すくなくとも再分配という視点から見て，社会主義特有の税外収入は，租税収
入と同じカテゴリーに含まれるということである。ただ第・2節と同じく強調さ
れねばならぬことは，次のようなアラヒヴェルジァンの言葉である32)0 
「社会主義において，国民所得の再分配関係が生起する。しかしそれは，社
会主義において，資本主義に固有な国民所得の再分配の敵対的性格が消え去る
限りにおいて，質的に新しい社会的，経済的内容をもつようになる」。
? ? ?
これまでの検討で明らかにされたように，社会主義国家の租税収入と税外収
入（国営企業からの予算収入形態）とは，所有の移転の観点から見ても，また再
分配の視点から見ても，すくなくとも現在の社会主義の発展段階においては，
必ずしも明確に区別することができない。すでに検討したように，この所有の
問題と再分配とは，その経済的内容においては同じものであって，しばしば，
「取得」という概念で把握されうる。例えば，東ドイツの経済学者ヨスヴィッ
ヒ等は，国民所得の取得と分配という視点から，同じように社会主義の租税の
問題を検討している33)。
特に本稿で，二つの視点に分けて考察したのは，ここにとりあげた社会主義
32) ,l. AJ1J1axaep邸 H,'IK83,CO可.,crp. 80. 
33) H. Joswig, et al., op. cit., pp. 245-248 . 
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国家の税外収入について，同一の論者においても，一方の所有の移転について
は承認しないが，他方の所得の再分配については，それを承認するものがいる
からである。
利潤納付金や取引税が，国家財政にとって，いわば第二次的所得だと見なす
論者は，その多くが国営企業の経営方式である経済計算制 (X03雌CTBeHH国i
pac11eT)に着目している 34)。この経済計算制という概念は定義が難しいが，
しばしば，「独立採算制」と訳されているように，国営企業の「財政的自立性」
(financial autonomy)を意味するものと解される。つまり企業が計画で定
められた活動の範囲内で，自らの収入によって自らの費用をまかない，かつ自
らの所得を獲得することである35)。
本稿では，経済計算制の問題については，ほとんど触れなかったが，もし，
1960年代の経済改革が，企業の経営的関心と社会の利益とを，より強固に結び
つけるため，経済計算制を強化し深化させたものと理解できるならば，そし
て，分権的計画経済化の枠組みのなかで，このようなことを考え合わせれば，国
営企業の利潤については，これを企業の本源的所得として把握することが可能
となるのではないかと考えられる。
他方，国家財政については，アレクサンドロフやヴォズネセンスキー等も指
摘しているように，「財政は，常に，国家によって形成される強制的 (HMne-
paTUBHblii)貨幣関係として立ち現われる」36)のであり，「財政的諸関係は，客
観的経済関係ではあるが，それらが生産関係ー＿所有関係ー一の主要な分野に
干渉を与える (3aTparHBaTb) ということからして，強制的な性格をもってい
34)例えばディヤチェンコ (B. TI. ハ&n11eHKo,no.1; pe仄.,YKaa. co1., crp. 93), ミン
ツ (B.MH皿， YKa3.co可.,crp. 45) を参照。
35) CJ., Marie Lavigne, The Socialist Economies of the Soviet Union and Europe, 
1974, pp. 51-52. 
36) A. M. A孔eKC8H.11;pOBH 9. A. BoaHeCeHCK雌，邪83.CO'IJ, CTp, 31. 
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る」37)のである。これらのことからしても，国営企業からの国家予算収入形態
は，いずれも第二次的得所と見なすことができるだろう。
本稿で，このような社会主義国家の税外収入の問題をとりあげた理由は，さ
きに引用したプルスの言葉にあったように，「生産手段の社会化とは過程であ
って，一回かぎりの行為ではない」38)ということを，国家財政とりわけ国家予
算収入の面で明かにしようとすることであった。国家が生産手段の所有者とし
て立ち現われる社会主義において，そのことが直ちに，国家が自ら再生産過程
にはいり込み，本源的所得の分配を受け，財政収入を自動的に，かつ無条件に
獲得することにはならない，といったことを言外に強調したかったからであ
る。むすびに代えて以上の点を付言しておきたい。
37) TaM潔e,CTp. 38. 
38) W. Brus, op. cit., p. 90 (同上訳，前掲書， 173ペー ジ）。
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